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中 谷 義 和

(三) 多元主義的民主政論の生成

１ ｢政治的多元主義」論の登場

1917年４月，アメリカはおくれて第一次世界大戦に参戦する。ウィルソ

ン大統領は，「宣戦教書」において，「この戦争は民主政を守るための戦い

である」と戦争目的を宣言している。これは，「民主政」が戦争を賭して

も守るべき「価値」と「体制」であることを明示することによって，アメ

リカが「民主政の兵器廠」の役割を果たすべきであるとの自覚を国民に求

めるものであった。

「民主政（democracy）」という言葉は，アメリカ史の，また政治学史

の文脈からすると「暴民の支配
モ ブ ・ ル ー ル

」と結びついて，あるいは「平等」と「自

由」との緊張関係の認識において，必ずしも積極的意味で使われ，また受

け止められてきていたわけではない。民主政という言葉は Th. ローズ

ヴェルト政権（1901-09年）期においてスローガンとして掲げられ，ウィ

ルソン政権（1913-21年）に至って国民的理念として扶植されだすことで，

政治学とアメリカ民主政との「おずおずとした提携（ambivalent

alliance）」が，あるいは，「民主政と科学的思考の一体化」が開始され1)，

やがて，ラスウェルに至って政治学とは「民主政の展開科学（developing

science of democracy）」であると位置づけられることになる2)。

今や，「自由民主政（liberal democracy）」がアメリカ政治の所与と広く

受けとめられているとはいえ，それが既定の理念や体制原理として受容さ

38 ( 464 )



れるには，「革新主義期」から戦間期の，さらには，ニューディール期の

諸政策や第二次世界大戦期の論争と諸議論を経るという長い経緯があって

のことであり，この史的脈絡において，「科学的政治学」ないし政治の

「科学化」とも連動しつつ，「多元主義｣・｢自由主義｣・｢民主政」は対立と

矛盾のなかで接合と再接合を繰り返すことになる。以下，素描にとどまら

ざるをえないが，この脈絡を政治学史的にたどってみよう。

メリアム（Charles E. Merriam, 1874-1953）は『アメリカ政治理論史』

（1903年）の続編として『アメリカの政治理念――アメリカ政治思想の展

開の研究，1865-1917年）』（1920年）を公刊している。この書において，

南北戦争後のアメリカ政治理念の展開を回顧し，「人々の思想がこれほど

混乱した時代は，また，おそらく，よく理解され，確立もされていた用語

や公式がこれほど逆説に満ち，不可解な紛糾に満ちた時代はなかった」と

述べている。また，自らの師にあたるダニング（William Archibald Dun-

ning, 1857-1922）の追悼論集を編み，その巻頭論文において，「産業化と

都市中心主義の展開，多様な民族ないし国民との遭遇，フェミニズムの台

頭」のなかで，「国家に対する抗議と反国家主義への急激な移行」の局面

を迎え，伝統的な「連盟主義的国家諸理論（federalistic theories of the

state）」の文脈において「政治的多元主義（political pluralism）」が大きく

浮上しているとし，この理論に「政治思想の最近の諸趨勢」のひとつを読

み取っている3)。あるいは，F・J・グッドナウは，『社会改革と憲法（S-

ocial Reform and the Constitution）』（1911年）の冒頭において，社会契約

や自然法の理論を中心とした静態的な法原理では流動的な社会条件に対応

しえない状況にあるとするとともに，「プラグマティズム」の思潮化の状

況にあることを指摘している。この局面において，マウント・ホールヨー

ク大学のエリス（Ellen Deborah Ellis, 1878-1974）が多元主義論の台頭の背

景として，「諸集団の目をみはらんばかりの展開が認められるし，また，

この集団が，政府システムにおいて，もっと広く認められることを不断に

求めている」ことを挙げているように4)，あるいは，大量の移民のなかで，
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アメリカのナショナリティをどのように構築するかが深刻に迫られている

ように5)，19世紀末からのアメリカは政治的・経済的・文化的動揺と「集

団の噴出」状況のなかにあり，「彷徨と克服」（リップマン）のなかで新し

い国家像とそのイデオロギーを模索していたし，政治学も新しい方向を求

めだしていた。

19世紀末からの国家機能の多岐化と国家機構の肥大化や社会の職能的分

化のなかで，イギリスにおいては新ヘーゲル主義的な理念的国家論が台頭

していたし，第一次世界大戦の急迫はドイツの国家論型の政治学と政治哲

学との対決を求めていた。この局面において，当時，ロンドン大学のキン

グズカレッジにいた E・バーカー（Ernest Barker, 1874-1960）は，ニー

チェ（Friedrich W. Nietzsche, 1844-1900）やトライチュケ（Heinrich von

Treitschke, 1834-96）の「権力崇拝」を批判するとともに，オースティン

（John Austen, 1790-1859）の主権論はイギリスの伝統的な「多元主義

（polyarchism）」の理念と体制にはなじまず，集団と目的団体が族生する

なかで「国家の不信」が起こっていると述べている6)。また，後にオック

スフォード大学ベリオル・カレッジの学長に就くことになるリンゼイ

（Alexander D. Lindsay, 1879-1952）は功利主義の個人主義的前提を批判し

て，各人の「同感・関心・考察の限界」から起こる障害の除去と予見可能

性の便宜において国家という組織が存在するに過ぎないのであり，この意

味で，「国家」とは「諸組織の組織（the organization of organization）」で

あるとし，国家の包括性や規範性を認めつつも，その権力は当該市民の同

意に由来すると指摘している7)。

ドイツとの知的対抗は合衆国にも迫っていた。すでに，J・デューイは，

『批判的倫理論要綱（Outlines of a Critical Theory of Ethics）』（1891年）に

おいて，多元主義的世界観からドイツの哲学を批判し，「国民国家を至高

の組織体とし，主権ないし権威が，また，法と権利がこの組織体に専属す

ると考えなければならないとすると，これは間違った抽象にすぎない」と

指摘している。さらには，第一次大戦中の講演において「実験哲学（e-
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xperimental philosophy）」の視点から，ドイツの人倫的・理想主義的国家

観やドイツの歴史哲学と哲学的絶対主義を痛烈に批判している8)。さらに

は，コロンビア大学のダニングは，1913年の論文において，カント，フィ

ヒテ，フンボルト，ヘーゲルを「ドイツ観念論者（idealists）」で括り，そ

の哲学的異同を整理したうえで，その共通の特徴として「政治学の諸真理

は，経験の考察よりは純粋思考の過程によって把握され得るはずである」

とする信念を挙げるとともに，こうした哲学的発想がドイツ統一の精神的

エネルギーとなっているにとどまらず，「規範民族」の意識とも結びつい

ていると指摘している9)。そして，第一次世界大戦の勃発を踏まえて，

ジョンズ・ホプキンズ大学の W・W・ウィロビー（Westel Woodbury

Willoughby, 1867-1945）は，「プロシア理念」とは「神授権的国家（divine

right of the state）」のことに過ぎないと10)，またプリンストン大学のW・

F・ウィロビー（William Franklin Willoughby, 1867-1960）は，「有機体主

義的（organismic）」国家論を拒否し，「国家」とは人間の「考案物」であ

り，「政体（body politics）」にほかならないとするとともに，ドイツの国

家概念が国家政策の攻撃性と結びついているとしている11)。さらには，当

時，ミズーリ大学にいたセイバイン（George Holland Sabine, 1880-1961）

は，公的秩序ないし「公益」の保護者とすることで「国家」を「至高の権

力」と見なし，「君主」をその人格的具象とするような国家論は崩壊して

いると述べるとともに，政治学の考察にはコミュニティ・法律・政府の３

要素が残されているに過ぎないとする12)。また，後のパラダイム的テキス

トともいうべき『政治理論史』（1937年）において，「国家はひとつの組織

であり，それだけに全体包括的なものではなくて，人々が属しているおび

ただしい数の目的団体
アソシエーション

のひとつであって，一定の機能を，したがって，一

定の権力を賦与されているに過ぎない」と指摘している13)。

バーカーの「ポリアーキー（polyarchy）」論は，ギールケ（Otto von Gierke,

1841-1921）の『ドイツ団体法（Das Deutsche Gennosenschaftsrecht）』

（全４巻，1868-1913年，未完）の理論的影響のなかで執筆され14)，絶対君
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主政と結びついた国家主権論批判を背景としていた。こうした中央集権的

国家論や理念的な国家絶対主義論に対し，H・J・ラスキ（Harold J. Laski,

1893-1950）は，「哲学的多元主義（philosophical pluralism）」の「多元的

宇宙（multiverse）」観や浮上しだした多元主義政治論の思潮をも背景と

して15)，「多元主義国家論（pluralistic theory of the state）」を展開するこ

とになる。彼は，マギル大学（カナダ，モントリオール，1914-16年）と

ハーバード大学（1916-20年）を経てイギリスに戻り，「ロンドン経済大学

院（LSE）」の講師となり，1926年にウォラスの後任として同校の教授に

就いている。その間，すでに，在米中に『主権問題の研究（Studies in the

Problem of Sovereignty）』（1917 年）と『近 代 国 家 に お け る 権 威

（Authority in the Modern State）』（1919年）において，メイトランド，

フィギス，バーカーの多元主義論を継承して「集団」の自己充足性と「国

家」の目的団体化
アソシエーション

の認識をもって，あるいは「国家の行為は政府の行為で

ある」との理解をもって（「国家」と「政府」の同視化），「国家」の絶対

的権力と規範的絶対性を否定することで「多元主義国家論」を展開してい

る16)。また，コール（G. D. H. Cole, 1889-1959）は中世期の教会と生成期

の世俗権力との対立のなかに国家論の登場を読み取るとともに，ギルド社

会主義論を展開している。さらには，フランスにおいてはボルドー大学の

デュギ（Leon Duguit, 1859-1928）は「社会連帯」論を基礎としてコミュ

ニティの自律性論を，オランダにおいてはライデン大学のグラッベ

（Hugo Krabbe, 1857-1936）は，『近代国家理念（De moderne Staatsidee）』

（1915）において多元主義的法学を展開している17)。また，アメリカにお

いては M・P・フォレット（Mary Parker Follett, 1868-1933）は，『新しい

国家（The New State）』（1918年）において，民主政の政治的基礎を近隣

集団や職域団体などの「非政党型集団の組織」に求めるとともに，これを

基礎とした多様性のなかの統一に「連邦国家」を，さらには世界的統治体

を構想している18)。

以上のように，20世紀初期の政治学において「国家たたき（state-
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bashing）」が学界の主潮流と化す方向にあり19)，ラスキがアメリカを去っ

てからも，彼が法学者の R・パウンド（Roscoe Pound, 1870-1964）と F・

フランクファーター（Felix Frankfurter, 1882-1965）やジャーナリストの

H・クローリー（Herbert David Croly, 1869-1930）とも親交を結んでいた

こともあり，その知的影響は G・H・セイバイン，R・M・マッキー

ヴァー（Robert Morrison MacIver, 1882-1970），C・J・フ リー ド リ ヒ

（Carl Joachim Friedrich, 1901-84）などの政治学・社会学者にとどまらず，

学界に広く及ぶことで，政治学の多元主義的な理解ないしアプローチとし

て新しい意味を帯びだすことになる20)。こうした動向は日本の学界にも及

び，「国家」の多元主義的理解は大きな広がりをみている21)。かくして，

「多元主義国家論」ないし政治の多元主義的アプローチを理論的触媒とし

て，また，政治経済構造の多様化やアイデンティティと価値の多元化を背

景として，国家の絶対性ないし法学的な主権論的国家論が，あるいは一元

主義的国家像がいっせいに攻撃される局面を迎え，権力と権威の，また忠

誠心の分散性と相対性が主張され，国家による価値と規範の独占性が否定

されることになる22)。

多元主義国家論ないし多元主義政治論といっても，その論調は多様なだ

けに（産業民主政，経済的連合主義
フェデラリズム

，職能代表，ギルド社会主義など），

一義的に括ることは困難であるが，原子的
アトミック

個人主義は一元的
モニスティック

国家主義に

包摂されることで「自由」の解消に連なるとの理解において，教会や近隣

集団（フィギス），経済的職能集団（バーカー，リンゼイ），労働組合（ラ

スキ）という基礎集団の違いはあれ，また，「国家」の概念が放棄された

わけではないにしろ，国家絶対主義の防壁として「集団」を措定すること

で，国家の法的・政治的・道徳的主権性が否定され，ラスキにおいては

「国家」とは目的団体のひとつであるとされることになる23)。かくして，

「目的団体（association）」を嚮導概念として，ヘーゲルとスミスの「ブル

ジョア（市民）社会（civil society）」は目的を共有する自発的団体からな

るとするトクヴィル的意味に転換され，「集団」が国家権力の対抗軸に設
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定されることになる24)。

こうした多元主義政治論は，すでに思潮化しつつあったプラグマティズ

ムと呼応しうることになる。というのもプラグマティズムとは「一群の科

学と哲学の傾向」であって，この哲学においては「事物と思想の多元性と

多様性や変化・運動・活動の第一義性」が重視されることになるからであ

る25)。この哲学からすると，「革新主義」期の政治と政治学は「進歩」と

「改革」を「科学的」に進めようとするものであるだけに，構造的変貌期

のアメリカ社会を国家主導型の介入主義的政策をもって再編しようとする

「革新主義」的体制に適合的であることになる26)。

確かに，第一次世界大戦は「進歩」の理想や理性の理念に冷水を浴びせ，

「民主政の幻滅」を呼ぶことになったが，それだけに，アメリカ政治学は，

方法論的には，「現状」の実証主義的・量化的分析をもって「自由主義」

を「発見」し，その体制の再建の意識を強くすることにもなる。こうして，

アメリカの多元主義的政治論は，「政治の科学化」運動とも連動しながら，

すでに展開をみていたアメリカ政治の集団アプローチと呼応しつつ固有の

理論形態を帯びだすことになる。すなわち，リップマンやフォードは「集

団」を消極的位置にとどめおいていたとはいえ，すでに，ベントレーの

『統治の過程』（1908年）をはじめとする集団アプローチにおいて，政治現

象は利益集団現象に組み替えられ，「政府」も集団であるとみなされるこ

とで，社会諸集団の圧力行使に政治現象を理解する方向が設定されだして

いたし，さらには，これを統計学や社会心理学をもって実証するという方

向を強くする局面をむかえていたということである。この文脈において，

社会学者のバーンズ（Harry Elmer Barnes, 1889-1968）は，『アメリカ政

治学会誌（APSR）』に「現代政治理論に与えた社会学の貢献」と題する

長文の論文を寄せ，多様な国家論や政治形態論を整理するなかで，ベント

レーの集団政治論は注目すべき位置にあると指摘している27)。

ラスキの多元主義国家論は，「部分は全体と同様に現実的で自己充足的

でもある｣28）との認識において抽象的国家概念の具体化を期すとともに，
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国家との対抗において「自由」を保持しようとする限りにおいては「規範

的」であるとされるが，これと比較してアメリカの多元主義が「分析的」

ないし「記述的」であると，あるいは説明の原理であるとされるのは，多

元主義的アプローチをもってアメリカの政治と社会の多元的構成の発見に

つらなったからである29)。このアプローチにおいて，「国家」は政治の記

述的用語から影を薄くしだすことになる。この点は，セイバインが権力型

国家観を批判し，政治的義務と権利の基礎を全般的コンセンサスに求める

とともに，『社会科学辞典（Encyclopaedia of the Social Sciences）』（1934

年）において，「国家」という言葉は歴史的意味変化を経ているのみなら

ず学問領域を異にすると概念も多様であるとし，その多義性を指摘してい

ることに30)，また，デューイが『公衆とその諸問題（The Public and Its

Problems）』（1927年）において，「国家という概念は，……硬直したもの

であるし，またあまりにも論争と結びつきすぎている」と述べていること

にも表れている31)。

だが，利益集団型多元論は対立的利益の競合パラダイムであるだけに，

国家的レベルにおける統合の契機をどのように措定するのか，また，集団

政治の現実と民主政の理論とをどのように一体化するのかという問題が浮

上することになる32)。この点では，デューイは「国家」と「政府」とを機

能主義的に区別し，「国家」とは「組織された公衆」であると，あるいは

「代表としての官吏によって接合され，官吏を通じて機能する公衆が国家

である」としているが，この規定からすると，「国家」とは「政府」を組

織し，また「政府」によって政治機能をはたしうる「公衆」のことである

とされていることになる。この認識は，「トランズアクション（trans-

action）」と「連合（association）」の概念を拠り所に公私２元論を止揚す

ることで「公共」の概念を設定しようとするデューイの政治哲学的営為に

発するものであり，また，道具主義的・実験主義的哲学において，「巨大

社会」のなかで失われた「公衆」を「教育と科学」によって取り戻すこと

で「巨大コミュニティ」を展望しようとする課題とも結びついている。

45 ( 471 )

形成期アメリカ政治学序説（二・完)（中谷)



こうした状況のなかで，W・B・モンロ（William Bennett Munro,

1875-1957）は1927年の「アメリカ政治学会（APSA）」会長講演において，

物理学的手法によって政治学の「科学化」を期す必要があるとし，また，

『見えない政府（Invisible Government）』（1928年）において集団政治の現

状を分析している。こうして，圧力集団分析の活発化の局面をむかえるこ

とになるのであるが，この点は，P・H・オデガードの『圧力政治――反

酒場連盟の物語（Pressure Politics : The Story of the Anti-Saloon Leaque）』

（1928年）や P・ヘリングの『議会における集団代表（Group Representa-

tion before Congress）』（1929年）に，また，E・E・シャットシュナイ

ダー（Elmer E. Schattschneider, 1892-1971）の『政 治・圧 力・関 税

（Politics, Pressure and Tariff）』（1935年）に認められうる。

オデガード（Peter H. Odegard, 1901-66）は，コロンビア大学で学位を

取得した後，アマースト大学などを経てカリフォルニア大学バークレー校

で政治学を担当し。1951年には APSA の会長に就いている。また，ヘリ

ング（Pendleton Herring, 1903-）は，ジョンズ・ホプキンズ大学で W・

W・ウィロビーの教えを受け，エリオットの推薦を得てハーバード大学で

政治学を担当し，公行政と利益集団政治の分析に多くの業績を残すととも

に，長いあいだ「社会科学研究評議会（SSRC）」の運営にかかわり，また，

1953年に APSA の会長に選ばれている33)。

オデガードの『圧力政治――反酒場連盟の物語』は，憲法修正第18条

（禁酒法）の成立を導いた「反酒場連盟（ASL）」の「圧力」の行使の歴史

的経緯を辿ったものであり34)，この書によって「圧力団体」ないし「利益

集団」が公共政策の形成に与える役割が明らかにされる。また，ヘリング

の『議会における集団代表』は，同様に，利益集団の意向が議会において

どのように「代表」されているかについて分析し，選挙民型ないし地域型

代表と並んで職能型代表の現実を明らかにするとともに，こうした複合的

代表制を民主政の新しい形態であるとしている。この脈絡において，「世

論」は特殊利益の意見であると，あるいは，「公的利益」は「対立的利益
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の競合と妥協の総体」であるとされ，政府は対立的利益の「調停者」とし

て描かれることにもなる35)。同様に，ウェズリアン大学のシャットシュナ

イダーの『政治・圧力・関税』は1930年の高関税率の「ホーレ・スムート

関税法（Haley-Smoot Tariff）」の成立をめぐる利益集団の「圧力」を分析

したものではあるが，少数の圧力集団やその代弁者が立法過程に多大の圧

力を行使しているとし，圧力集団型政治過程の実態を批判的に描出してい

る。この分析は，後に，『半主権人民（The Semisovereign People）』（1960

年）に継承されることになる36)。

だが，所与の空間における社会的諸関係の包括という点で，また，法主

体の所在や「主権」の性格と帰属という点でも国家概念をめぐる議論は底

流し続けている。この点で，エリオットは一連の論文をもって，プラグマ

ティズムを方法論的アプローチとした集団理論を厳しく批判しているので

あるが37)，ファシズムがアメリカの学界にも深い影を落とすことで38)，多

元主義をめぐる論争は学界内の一大争点として浮上することになる。この

局面に至るや，「多元主義」と「全体主義」との政体２分論において，あ

るいは，「民主政」と「専 政
デスポティズム

」との対比をもって「多元主義」を「自由

主義」に接合することで39)，さらには両者を等視することで，多元主義は

分析概念にとどまらず，新しい規範理論の姿を帯びだすことにもなる40)。

というのも，多元主義的・経験主義的分析をもって，政治学は法学的・国

家論的研究から解放され，「分類・演繹・帰納」という操作主義的方法論

において政治の現実にアプローチしようとする方向を強くすることで41)，

一元的・絶対主義的国家論を否定し，社会諸集団の競合的「圧力」の行使

と政党間競合型代表システムとの複合状況にアメリカ政治の現実を措定し

ようとすることになっただけでなく，知的競合のなかに変化を展望する

「自由主義」の基本理念と体制を「発見」し，この体制に「民主政」を確

認することにもなったからである。この点を次に学史的にたどっておこう。
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２ ｢多元主義
プルーラリズム

」の「自由主義
リベラリズム

」化

セイバイン『政治理論史』（1937年）は，「自由主義」という言葉を政治

学の言説に扶植するパラダイム的役割を果たすことになったが，それは，

主として，西ヨーロッパの知識史の脈絡においてのことであって，アメリ

カ史の文脈において整序されているわけではない。また，ルイス・ハーツ

の『アメリカ自由主義の伝統（The Liberal Tradition in America）』（1955

年）においては，「自由主義
リベラリズム

」が建国以来のアメリカの政治的・文化的・

経済的伝統であると位置づけられることになったが42)，この書の出版は冷

戦下のマッカーシズム期のことである。したがって，ラスキも指摘してい

るように43)，「自由主義」という言葉がそんなに古くから使われていたわ

けではなく，1810-11年にスペインの１グループが1781年のフランス憲法

をもとに新憲法を提起したときに始まるとされる44)。また，アメリカにお

いても政治や精神的文化を「自由主義」の概念で括りだしたのはそんなに

古くからのことではない。この点で，セイバインは，第一次世界大戦の直

前に「自由主義」の意味転換が起こったとしている45)。また，「自由主義」

という言葉が学界の記述的概念となりだした分岐点をパリントンの『アメ

リカ思想の主潮流――草創期から1920年までの文献からの解釈（Main

Currents in American Thought : An Interpretation from Literature of the

Beginnings to 1920）』（1927年）に求めることができるともされる46)。

確かに，イギリスの自由主義と自由党や1870年代の C・シュルツ（Carl

Schurz, 1829-1906）を中心としたアメリカの「自由共和党（Liberal Re-

publican Party）」ないし自由共和主義的改革派について，あるいは，ホブ

ハウスの『自由主義（Liberalism）』（1911年)47）について論じられる場合

に「自由主義」という言葉が使われることがあったとしても，それがアメ

リカの知的・制度的伝統として「発見」され，政治学の言説として広く用

いられることになったのは，どんなに早くみても革新主義期においてのこ

とであり，それが人口に膾炙するのはニューディール期の「自由主義」を

めぐるシンボル論争に至ってのことであった48)。それは，リップマンが，

48 ( 474 )

立命館法学 2004 年２号（294号)



この言葉が流布されだすことになった同時代人として，「自由主義
リベラリズム

」とい

う言葉は「1912年の革新主義者たちや1916年から19年のウィルソン派民主

党の集団によってアメリカ政治の専門用語
ジ ャ ー ゴ ン

として入り込むことになった」

と述べていることにうかがうことができる49)。この指摘は，1912年選挙で

「革新党（Progressive Party），ブル・ムース」が敗北した後，政権の座に

ついたウィルソンの民主党が共和党の「ニューナショナリズム」路線に近

づくなかで，それまで「共和党」を支持していた『ニューリパブリック

（New Republic）』誌がウィルソン政権支持にまわり，自らの「革新党」

派のイメージを断ち切る必要に迫られたことを背景としている50)。

ワシントン大学の J・アレン・スミス（J. Allen Smith, 1859-1928）は，

『アメリカ政治の精神（The Spirit of American Government）』（1907年）

において，「アメリカ合衆国憲法」は保守派と民主派の対抗のなかで保守

派の指導力ののもとに採択された「反動的
リアクショナリィ

」性格の強いものであると位

置づけたことは有名であるが，この書は，折からの革新主義的思潮とも呼

応して，そのジェファソン主義的民主政観はラ・フォレット（Robert M.

La Follette, 1855-1925）を始め革新派に大きな影響を与えたとされる。そ

の後，スミスは，『立憲政治の成立と衰退（The Growth and Decadence of

Constitutional Government）』（1930年）を公刊している。この書において，

スミスは，アメリカ政治史を「保守主義とリベラリズムとの不断の闘争」

の過程であるとしているのであるが，パリントンは，その「序文（intro-

duction）」を執筆し，スミスをもって「民主的リベラリズム（democratic

liberalism）」を政治学の世界に導入したと位置づけている51)。この点で，

M・J・サンデルは「民主的コントロールに抵抗する姿勢を示した経済界

に直面するなかで，セオドア・ローズヴェルトとハーバート・クローリー

のような革新主義者たちやニューディール期の後継者たちは全国的政府の

諸権力の強化に乗りだした」と指摘している52)。この脈絡からすると，

「自由主義
リベラリズム

」という言葉は，西ヨーロッパの知識史の脈絡や同時代の政治

的インパクトを受けつつも，アメリカ史において固有の含意を帯びること

49 ( 475 )

形成期アメリカ政治学序説（二・完)（中谷)



になり，19世紀末からの「革新主義
プログレシヴィズム

」の理念や諸運動に替わる言葉とし

て使われだし，「介入主義的自由主義」という思想的スペクトラムを帯び

ることになったと言えよう53)。

革新主義の政治的「改革」のひとつは，行政の再編と強化および「科学

的管理」にあった。これは専門家による行政機構の効率的運営のみならず，

経済社会システムの機能的合理化を目指すものであった。その限りでは，

テクノクラートの生成という危惧と科学によるエリーティズムの排除の期

待という２面的評価を含みつつも，社会の科学的管理化を志向するもので

あった。したがって，政府が資本主義システムの管理ないし計画化の機関

と見なされる限り，それは経済社会を管理する政治的「団体（corpora-

tion）」と化しうることになるし，「科学的」手段はその方策と考えられう

ることになる。この枠組みにおいて，政策的争点はイデオロギー対立をめ

ぐるものではなく，むしろ，その排除が目指されるとともに，争点は資本

の利益を含む民衆の利益の実現に求められることになる。その限りでは選

挙民の，あるいは「世論」の動向が重視されることになるし，とりわけ社

会の基礎集団と考えられるに至った「利益集団」が「拒否権集団」の役割

を果たしうるとみなされることになる。かくして，ベントレーの指摘に従

えば，政府は「分化した代表的集団ないし諸集団のセットであって，住民

の基礎的諸集団のために特定の統治機能を果たすものである」と理解され

ることで54)，政府は“ブローカー”型の調整機関の姿を帯び，一定の「改

革的」政策を展開しうることになる55)。

「革新主義」期の政治学において緒についた政治学の「科学化」運動の

なかで，「行動主義的心理学（behavioristic psychology）」をもって「幻想

の公衆」や非合理的で政治的に無関心な人民が「発見」されることで「民

主政の教義（democratic dogma）」が機能しえないのではないかという危

惧感をよぶことになったが56)，他方で，「利益集団」も「発見」され，こ

れを基礎的な社会的単位として政治に組み込むとともに，政治の「科学

的」理論化と政治動態の分析との，また，政治学における規範性と記述性
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との複合化をもってアメリカの政治像を作り上げることが可能となった。

1920年代から30年代のアメリカ政治学はこの局面を迎えている。

「自由主義」的思想においては、伝統的に、生物学的「個体」が社会的

存在でもあるという認識において、「個人」の自由と「社会」的存在との

緊張関係をどのように解決するかが不断に問われてきた。この点で，イギ

リスにあってリンゼイは，『民主主義の本質（The Essential of Democra-

cy）』（1929年）において57)，民主政の「本質」を「差異（differences）」

の代表や「差異にたいする寛容と承認」に求めている。また，G・H・セ

イバインは，「自由主義
リベラリズム

」の基本信条を「 知 性
インテリジェンス

を最上の社会的価値と

する信念」と「知性ないし理性の有効性の信念」に求めるとともに，この

信条が社会的基盤を持ちうることで社会的・政治的変革の原動力となりえ

たと指摘している58)。さらには，デューイは，『リベラリズムと社会行動

（Liberalism and Social Action）』（1935年）において，知識の社会的適用と

運用に新しい自由主義を見いだすとともに，「経済の社会化」の理念をも

提示している59)。この脈絡において，自由で開かれた議論と実践を許容し

うる体制が，また，社会的知性ないし世論に依拠した政治体制が社会的進

歩の牽引力となりうるのであって，「自由主義」はその政治的・イデオロ

ギー的表現形態であると考えられることになる。つまり，多様な社会集団

の存在や多元的価値の競合と実践に許容的な理念と体制（プルーラリズ

ム）が，心理的にも政治政策的にも一元的体制（モニズム）と不断に比定

されることで，アメリカの信条体系や政治社会システムであるとされると

いうことであり（比定と同定の論理と心理），こうした自由主義的民主政

がアメリカの基本的体制としてイデオロギー的に受容され，あるいは教

化・強制されることにもなる。

1920年代は戦間期の繁栄のなかにあり，「フォーディズム」の体制化の

過程にある。この局面において，「自由党（Liberal Party）」をはじめとす

る第３党や地方の「自由主義」政党が形成され，また，左右両派の自由主

義批判も浮上している。この状況は，大恐慌からニューディール期にかけ
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て，H・フーバーと F・D・ローズヴェルト（FDR）との「リベラリズム」

のシンボル論争に連なる60)。

フーバーは「革新主義者」ではあったが，「アメリカ個人主義」の信奉

者として，政府による「計画化」や政策的管理化には同調せず，したがっ

て，FDR の「国民的編成（national regimentation）」という政策理念は政

府と市民との対抗関係を，さらには，権力による社会的編制をよぶことに

もなるとしたのに対し61)，FDR は，社会主義のイメージを避けるととも

に共和党革新派の支持を取り付けるべく，また，カンベル・バナマン

（Campbell-Bannerman）とアスキス（H. H. Asquith）のイギリス自由党の

社会政策的新路線をも取り込んで，「ニューディール」路線が「リベラリ

ズム」にそくしたものであるとする。また，「炉辺談話（ reside chats）」

においても，自らの政策的方向を「保守主義」と区別するために「リベラ

ル」であることを繰り返し指摘することで当面の諸問題の政治的解決を訴

えている62)。さらには，FDR のブレーントラストのひとりであるモーレ

イ（Raymond Charles Moley, 1886-1975）や タ グ ウェ ル（Rexford G.

Tugwell, 1891-1979）は福祉型リベラリズムにニューディールの基本路線

（「ニューディール・リベラリズム」）を設定している63)。こうして，1934

年選挙を境とする第２期ニューディールに至って，スペンサー主義的な

「アメリカ自由連盟（American Liberty League）」の結成と反ニュー

ディール運動も起こったとはいえ，社会の諸利益集団の意向をも取り込ん

で，ニューディール路線は改革的・福祉的方向を強めることになる。

この局面において，オハイオ州立大学のシェパード（Walter J. Shepard,

1876-1936）は，1934年の APSA 会長講演において，「国家」を「法的な

いし観念的人格」と見なすことは「文字通りフィクション」であって，

「国家」とは「政府諸機関の総称に過ぎない」とするとともに，展開期の

ニューディール政策に「良き生活の実現」という点で「国民哲学」の新し

い理念を見出している64)。さらには，イエール大学のコーカー（Francis

William Coker, 1878-1963）は1935年の APSA 会長講演において，フー
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バーの「アメリカ自由主義」よりも FDR の改革的な「介入主義的自由

主義」政策を支持するとしている65)。さらには，J・デューイは，必ず

しもニューディール政策を支持せず，社会党候補のノーマン・トマス

（Norman M. Thomas, 1884-1968）に同調的であったと言われているが66)，

アメリカの「リベラリズムとは，主として，政府機関を活用することで恵

まれない諸階級の諸困難を軽減すべきであるとする考えにほかならないと

されてきた」と指摘している67)。

1930年代に入ると，『アメリカ政治学会誌（APSR）』において，「リベ

ラリズム」や「民主政」という言葉がしげく登場することになるのである

が，「リベラリズム｣・｢プルーラリズム｣・｢民主政」の連関が明示的につ

けられていたわけではない。この点で，ワシントン大学の F・ウィルソン

（Francis Wilson）は，ファシズムと共産主義の台頭のなかに「社会の民主

的・自由主義的基盤の危機」を読み取るとともに，「政治的均衡」化のな

かに「民主政」を認めている。また，メリアムは「諸圧力と対抗諸圧力」

のなかに「政治的均衡の本質」を読み取るとともに，「民主的計画化」に

「新しい民主政」を展望している68)。

こうして，30年代には亡命政治社会科学者をも巻き込んで「自由主義」

をめぐる論争が繰り返されることになるのであるが，この論争のなかから

徐々に「保守的反革命」として「自由主義的民主政」の理念と体制が確認

され，行動論的政治学が浮上しだすことになる69)。そのひとつの論調を

P・ヘリングの『民主政の政治――アメリカの諸政党の動態（The Politics

of Democracy : American Parties in Action）』（1940年）に見出すことがで

きる。この書において，ヘリングは，民主政とは社会の多様な利益を表出

しうる政治制度であって，「民主政のイデオロギーによって，また，既定

の諸機関を媒介とすることで利益対立が平和裡に解決されうることにな

る」と70)，また「政策」とは政治的妥協の所産であるとする。つまり，民

主的政治とは所定の手続きにしたがって諸利益の「妥協」と「調整」を導

く方法であり，この点では，アメリカの分散的でプラグマティックな政党
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制がよく機能しているとし，この視点においてリーダーシップや政党の動

態を分析し，さらには，『公行政と公益（Public Administration and the

Public Interest）』（1936年）において，ニューディールにみられるように，

「時代の応急の要請は，民主政が継続するための積極的な国家活動を求め

ている」と述べている71)。また，V・O・キー（Key, Jr., 1908-63）の『政

治・政党・圧力集団（Politics, Parties, and Pressure Groups）』（1942年）は

利益集団と政党のみならずセクショナリズムを分析の対象とすることで，

投票行動の類型化を試みている72)。こうした利益集団型体制については

「コーポラティズム」ではないかとの懸念をよびつつも73)，利益集団が分

散的で自発的な社会集団にとどめおかれているとともに（社会多元論モデ

ル），それが政治的に制度化されていない限り，コーポラティズムとはさ

れえないと理解されることになる。こうして，シャットシュナイダーがヘ

リングの著書を評して「アメリカ政治の最も徹底的な弁護論」であるとし

ているように74)，社会を経験主義的に補足可能な利益集団の集塊とし，そ

の自由な競合と政治的対応体制に「民主政」像が設定されることになる。

この脈絡において，ハーツの表現をかりるなら，「自由主義」の伝統を

所与とし，これを利益集団を基盤とした「改革」路線に接合することでア

メリカ政治の「保守」が期されるとともに，この体制に適合的な政治像が

設定されたことになる。かくして，「リベラリズム」という言葉はニュー

ディール型改革主義のことであると見なされる傾向が強まるとともに，

ファシズムやソ連の一元的「全体主義」は「新しい専政主義」体制である

とされ，これとの対比においてアメリカの社会的・政治的多元主義体制を

「民主政」とすることで，固有の「リベラル・デモクラシー」の政治的理

念と言説が成立することになる。こうして，「利益集団多元主義（interest

groups pluralism）」と「介入主義的自由主義」との複合体制がアメリカの

「自由民主政（liberal democracy）」の基本原理であり，政治体制の基盤で

もあると考えられることになったのである。
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３ ｢多元主義的民主政」論の成立

参加民主政，審議民主政，ラディカル多元主義，グローバル民主政など，

現代の民主政理論は多様な様相を帯び，また理論的深化の過程にもあるが，

少なくとも，ほぼ1960年代までのアメリカに支配的な政治学は，利益集団

間と政党間の複合的競合と政治的調整に民主政像を設定し，その経験主義

的分析を主軸としてきた。このモデルは，その後の多様な民主政論と区別

して「古典的民主政論」とも呼ばれている75)。以下，「形成期」アメリカ

政治学とかかわって，「多元主義的民主政」論の成立とその批判論の脈絡

をたどっておこう。

古典的自由主義は国家と社会の基本的構成単位を個人に求め，個人と権

力との，あるいは社会と国家との緊張関係において「自由」の概念を措定

してきたが，19世紀末からの，社会の職能的団体化の局面に至って，個人

が社会的存在であると観念されるにとどまらず，機械化と大量消費型社会

のなかで受動化した個人は「集団」において自己展開を期しうると想定さ

れたとき，あるいは，「集団」のなかに個人が発見されたとき，個人は集

団に包摂されることで「自由」の担い手は「集団」に求められ，集団の自

己展開に「自由」が措定されうることになる。これは，「哲学的プラグマ

ティズム（philosophic pragmatism）」の経験主義・進化論・思想の道具性

という「三
トラ

脚
イポ

台
ッド

」に立って社会を展望しうるものでもある76)。というのも，

現実の経験主義的分析と理論化をもって社会の展開を実験主義的に期し，

その結果を社会的規模で内省的に検証することで社会の更なる進化を展望

するという方向に即しているからである。この脈絡においては，伝統的な

個人主義的政治論は集団主義的政治論に組み替えられ，集団の自己実現と

政府との対応のなかに政治の現実が設定され，その総体の力学的運動に政

治像が設定されるとともに，J・ロック以来の「自由主義」に内在的な知

性ないし理性による政治と社会の変更の原理は，全社会的規模の知的編成

の必要の認識と結びついて，「政府」による民主的・改革的「計画化」の

原理に連なりうることになる。
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こうして，イギリスの多元主義国家論をインパクトとし，また，アメリ

カにおける「集団の噴出」という歴史状況を背景として，さらには，プラ

グマティズムの方法をもってアメリカの政治的・社会的構成が確認され，

「利益集団」間の競合と政府への「圧力」の行使とこれに対応的な政府と

いう三幅対的複合モデルとして「改革型自由主義（reform liberalism）」な

いし「介入主義的自由主義」の理念と体制が導かれることになる。

ベンサムの「功利主義」といえども「最大多数の最大幸福」の原理であ

るから，古典的自由主義にも「福祉」に連なりうる原理を内在しているこ

とになる。この原理からすると，19世紀末からの政治の大衆化ともあい

まって，「積極的自由」観をもって政府の改革的介入策を首肯せざるをえ

ないことになる77)。この点で，G・H・セイバインは，J・S・ミル（John

Stuart Mill, 1806-73）に始まり T・H・グリーン（Thomas Hill Green,

1836-82）に継承されてくる「積極的自由」観に「政府」ないし「国家」

の受容論を認め，ここに「近代的自由主義（liberalism modernized）」の

概念を措定している78)。だが，古典的自由主義には個人主義的・反国家主

義の原理を内包しているだけに，「自由主義」の理念は，国家と個人ない

し政府と社会との対抗と緊張において，その後も多様な相貌を見せざるを

えないことにもなる。

また，古典的な自由主義的共和主義において，「自由」は国家ないし公

的権力からの距離化という「遠心的」ベクトルと原理において成立しうる

と想定されているが，他方で，共和主義には「参加」という「求心的」原

理とベクトルを内包している。「自由民主政」は両契機の矛盾のなかの偶

発的な複合的統一であり，それだけに，また固有の力学も内包しているこ

とになる。多元主義的自由民主政の理念は，「集団」を嚮導概念として，

個人の自己能力を能動的な「集団」に包摂し，選挙型代表と職能型代表と

の複合的・相互補完的代表システムのなかに現代的代表の観念を措定して

いることになるが，この理念は，原理的にも体制的にも，人工的・人為的

資本主義国家というアメリカ国家に適合的なものである。それは，所与の
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政治文化と社会経済システムを前提として，社会の職能的集団が自発的

「圧力」を行使するというボトムアップ型のモデルであるし，また，政府

は，こうした社会集団の「圧力」の調整機能を果たすとともに，「世論」

の「圧力」に選択的に対応しうるという政治像にほかならないからであ

る79)。

アメリカの集団的多元論は分析的であるといわれるが，それは政治学の

「科学化」の志向において，プラクマティックな多元主義的世界観をもっ

て政治の実証化の方向をたどったことに求められる。これは，ドイツの伝

統的な国家・国法学的政治学との訣別という点では，アメリカ政治学史に

おけるひとつの「理論的離陸」の位置にあるが，また，マディソンの，利

益集団を基礎とした「徒党」間対抗モデル（『ザ・フェデラリスト』第10

篇）の延長に位置していることにもなる。というのも，生物学的個人は社

会的存在としては「利益（関心）」を媒介として「集団」に包摂されうる

とすることで，個人主義的利益間競争は団体主義的利益間対抗に組み替え

られ，また，民主的国家像の前提とされてきた「公衆」に替えて「利益集

団」の集塊を措定することで80)，「利益集団」の政治的キャナライズ化の

モデルが設定されることになるからである（「利益集団政治（interest

groups politics）」）。かくして，利益集団間と政党間の複合的競合体制と改

革的介入主義の原理とを総合することで「自由主義」の理念が新しく措定

され（「改革的自由主義（reform liberalism）」ないし「ニューディール・

リベラリズム」），経済的社会集団と政治集団の競合的多元性と政治的対応

メカニズムが実証主義的に分析されることになる。このパラダイムは，さ

らに，シュムペーターの政党を媒介としたエリート間競争型民主政という，

いわゆる「浅い」民主政観と結びつくことで，アメリカの政治が操作主義

的に設定されることにもなる81)。

こうして，多元主義的民主政は「自由民主政」の規範モデルであるとさ

れるとともに，分析的・記述的にも「アメリカ連邦共和国」の結社型組織

性や分権型統治構造に適合的であると考えられることになり，「民主政」
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に底流し続けた「多数専政」の問題はポリアーキー型の「少数諸派」によ

る支配（R・A・ダール）へと操作的に組み替えられることにもなる。こ

の脈絡において，1940年代末から，「行動論政治学」が行動分析・科学的

方法・多元主義的自由主義論の複合として登場し82)，1950年代には全盛期

を迎えることになったのである。だが，行動論政治学がアメリカ政治の現

実の肯定的確認の様相を強くしているだけに，1960年代後期に至って，そ

の「価値中立性」や「脱イデオロギー性」のイデオロギー性も指摘される

ことになるだけでなく，巨大な「権力ブロック」が出現するなかで「アメ

リカ多元主義」は“衰退”したとされ，あるいは，政府依存型「利益集団

政治」の“病理”も指摘されるようになり，政治の多元主義的理解には多

様な批判が噴出することにもなる83)。さらには，こうした利益集団型政治

観(論)は，それが所与の政治文化ないしゲームのルールの枠内の競合関係

を前提としているだけに，「ネオ・コーポラティズム」論の潮流化の局面

に至って，「コーポリット・リベラリズム」ないし「リベラル・コーポラ

ティズム」の範式におさまりうるのではないかと考えられることにもな

る84)。確かに，「利益集団政治」には団体協調の要素が含まれているとい

えるが，アメリカの立憲主義の伝統には根強いものがあるだけでなく，社

会的流動性や集団への重複加入状況を前提とするとき，また，分権と地方

利害の対抗を構造的特徴としているだけに，さらには，利益集団の代表シ

ステムの制度化を欠いているだけでなく，選挙型代表システムも団体型代

表とならんで機能しているだけに，このパラダイムにはおさまりきれない

構造にあるとされている。

こうして，「形成期」アメリカ政治学は，「国家」概念を道徳的・形而上

学的思弁の領域に属するものとすることで85)，あるいは，「国家とは人々

の集団なのであって，その実践とパースペクティブは一定の観察可能な諸

特徴として現れる｣86）とすることで，政治現実の経験主義的分析を強くし，

「集団」の発見とその職能的代表をもって，また，伝統的な選挙型代表シ

ステムとの複合をもってアメリカ政治の自由民主的体制を導出しえたので
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あり，この点で，アメリカ政治学は大いなる「離陸」をはたすことになっ

たのである。だが，このパラダイムにおいては，国家の意思は社会諸勢力

の対立的意思の力学的複合と見なされることになるので，政治現象の説明

には「国家」概念が求められないにしろ，原理的には政治現象の社会的還

元論には還元される主体が，つまり，何を還元するかが問われるとき，あ

るいは，国際関係における政治的アクターが求められるとき，「国家」が

浮上せざるをえないことになる（「国家のリサイクル化」)87)。それだけに，

「国家」に固有の存在論的意味や全体包括的実在の説明が改めて求められ

ることになる。ここに，説明概念としての「国家」が入り込まざるをえな

いことになるし，被説明項として，この「擬制」の説明も求められること

になる。つまり，一定の領域において社会諸関係と諸政治機関を抽象的に

総括しているという意味では「国家」は理念的存在であるだけに，こうし

た実体を「政府」と見なし，社会諸集団の力学の総体であるとしたからと

いって，「国家」と「政府」とを同視するにとどまるものであって，この

抽象的実体を説明しえたことにはならず，その説明の必要が浮上すること

になるからである。さらには，政府が受動的ないし「風見鶏」的イメージ

にあるだけに，やがて，社会関係との「相対的自律性」をもって「制度論

者（institutionalists）」ないし「国家回帰論者」の批判をよぶことにもな

る。

「南北戦争後の政治学世代と1900年代のプラグマティストたちとには断

絶」があったとされるが88)，「形成期」アメリカ政治学は，世紀末からの

アメリカ社会の構造的変貌期のなかで新しいモデルの模索を開始し，20年

代の相対的安定期からニューディール期に至る局面において，その後の

「多元主義的民主政」像を設定する基盤を創ることになった。これが，「形

成期」アメリカ政治学の，ひとつの歴史的所産であったといえる。
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